
○豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則 

平成１８年７月１４日 

規則第６１号 

改正 平成１８年９月２９日規則第６６号 

平成２０年３月２８日規則第２３号 

平成２２年１２月２４日規則第６８号 

平成２３年３月３１日規則第１８号 

平成２４年３月３０日規則第２８号 

平成２５年３月２２日規則第９号 

平成２６年３月２５日規則第２２号 

平成２６年１２月２５日規則第９１号 

平成２８年８月１日規則第８０号 

平成３０年１月２９日規則第２号 

平成３０年１２月２８日規則第７０号 

令和元年９月４日規則第４４号 

令和２年１２月２４日規則第１３２号 

令和３年３月２５日規則第２１号 

令和３年１２月２８日規則第７８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例（平成１８年

条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４

５年法律第１３７号。以下「法」という。）及び条例において使用する用語の例による。 

（適用除外施設） 

第３条 条例第２条第７号イの規則で定める施設は、次のとおりとする。 

（１）産業廃棄物の収集運搬の用に供する運搬車 

（２）産業廃棄物の収集運搬の用に供する運搬容器 

（廃棄物処理施設の設置に係る利害関係者） 



第４条 条例第２条第１２号の規則で定める利害関係を有する者は、次のとおりとする。 

（１）廃棄物処理施設の敷地の用に供する土地（これと一体的に使用する土地並びに廃

棄物の搬入及び搬出のための通路として使用する土地を含む。以下「事業用地」とい

う。）の境界線から４メートル以内にある土地の所有者 

（２）その他市長が指定する者 

（処理の委託における確認等） 

第５条 条例第１１条第１項及び第２項の規定による確認は、当該市内産業廃棄物の運搬

又は処分を委託する産業廃棄物処理業者が、当該委託に係る市内産業廃棄物の運搬又は

処分を的確に行うために必要な施設並びに知識及び技能を有することを自ら実地に調査

し、又は自らの責任において実地に調査している者から聴取し、確認することにより行

うものとする。ただし、当該市内産業廃棄物の運搬又は処分を廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「政令」という。）第６条の９第

２号、第６条の１１第２号、第６条の１３第２号若しくは第６条の１４第２号に規定す

る者、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成２２年政

令第２４８号）附則第５条第１項（同条第２項から第４項までにおいて準用する場合を

含む。）の規定による確認を受けた者又は条例第７３条第１項の規定による表彰を受け

た者に委託するときは、この限りでない。 

２ 排出事業者は、条例第１１条第１項及び第２項の規定により確認した事項を記録した

書類をその事務所に備え置き、その備え置いた日から起算して５年を経過する日までの

間、保存しなければならない。 

（特別管理産業廃棄物発生事業場の設置の届出） 

第６条 条例第１２条第１項の規定による届出は、当該特別管理産業廃棄物発生事業場を

設置した日から３０日以内に、次に掲げる事項を記載した特別管理産業廃棄物発生事業

場設置届出書（様式第１号）により行うものとする。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）特別管理産業廃棄物発生事業場の名称及び所在地並びに設置年月日 

（３）特別管理産業廃棄物発生事業場において生ずる特別管理産業廃棄物の種類 

（４）特別管理産業廃棄物管理責任者となる者の氏名、職名及び資格 

（特別管理産業廃棄物発生事業場の変更等の届出） 



第７条 条例第１２条第２項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）氏名又は名称及び住所 

（２）特別管理産業廃棄物発生事業場の名称及び所在地 

（３）特別管理産業廃棄物発生事業場において生ずる特別管理産業廃棄物の種類 

（４）特別管理産業廃棄物管理責任者の氏名 

２ 条例第１２条第２項の規定による変更の届出は、その変更の日から３０日以内に、特

別管理産業廃棄物発生事業場変更届出書（様式第２号）により行うものとする。 

３ 条例第１２条第２項の規定による廃止の届出は、当該特別管理産業廃棄物発生事業場

を廃止した後、速やかに、特別管理産業廃棄物発生事業場廃止届出書（様式第３号）に

より行うものとする。 

第８条 削除 

（市外産業廃棄物の搬入の届出） 

第９条 条例第１３条第１項の規定による届出は、毎年度、当該年度の最初の市外産業廃

棄物を搬入をしようとする日の３０日前までに、市外産業廃棄物搬入届出書（様式第５

号）を２部提出して行うものとする。 

２ 条例第１３条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）当該市外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地 

（２）当該市外産業廃棄物を市内に搬入する期間 

（３）当該市外産業廃棄物を排出する施設の排出工程 

（４）当該市外産業廃棄物の搬入に係る運搬を行う者の氏名又は名称（その者が産業廃

棄物処理業者である場合にあっては、その者の氏名又は名称及び当該許可に係る許可

番号。次号において同じ。） 

（５）当該市外産業廃棄物の処分を行う者の氏名又は名称 

（６）当該市外産業廃棄物の処分方法及び当該処分を行う施設の所在地 

３ 条例第１３条第１項の規定による届出に係る市外産業廃棄物が法第２条第５項に規定

する特別管理産業廃棄物であるときは、第１項の市外産業廃棄物搬入届出書に、当該市

外産業廃棄物の性状の分析結果を記載した書面を添付しなければならない。 

４ 市長は、市外産業廃棄物搬入届出書を受け付けたときは、１部を当該市外産業廃棄物

搬入届出書を提出した排出事業者に返却するものとする。 



５ 前項の排出事業者は、当該市外産業廃棄物の処分を産業廃棄物処理業者に委託する場

合は、当該市外産業廃棄物を市内に搬入する前に前項の規定により返却がなされた市外

産業廃棄物搬入届出書の写しを当該産業廃棄物処理業者に送付しなければならない。 

（市外産業廃棄物の搬入の届出に係る軽微な変更） 

第１０条 条例第１３条第２項の規則で定める軽微な変更は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

（１）当該市外産業廃棄物の搬入の届出に係る市外産業廃棄物の種類の変更であって、

その数が減少するもの 

（２）当該市外産業廃棄物の搬入の届出に係る市外産業廃棄物の種類ごとの数量の変更

であって、変更後の数量が変更前の数量の２倍を超えないもの 

（３）前条第２項第２号に掲げる事項の変更 

（市外産業廃棄物の種類等の変更の届出） 

第１１条 条例第１３条第２項の規定による届出は、変更しようとする日の１５日前まで

に、市外産業廃棄物搬入変更届出書（様式第６号）を２部提出して行うものとする。 

２ 市長は、市外産業廃棄物搬入変更届出書を受け付けたときは、１部を当該市外産業廃

棄物搬入変更届出書を提出した排出事業者に返却するものとする。 

３ 前項の排出事業者は、当該市外産業廃棄物の処分を産業廃棄物処理業者に委託する場

合は、当該市外産業廃棄物を市内に搬入する前に同項の規定により返却がなされた市外

産業廃棄物搬入変更届出書の写しを当該産業廃棄物処理業者に送付しなければならない。 

（市外産業廃棄物の搬入に係る公表） 

第１２条 条例第１３条第４項の規定による公表は、豊田市公告式条例（昭和２９年条例

第１５号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示及びホームページへの掲載により行

うものとする。 

（市外産業廃棄物搬入届出書等の確認） 

第１２条の２ 条例第１３条第６項の規定による確認は、市外産業廃棄物の処分の委託を

受けた産業廃棄物処理業者が排出事業者から第９条第５項又は第１１条第３項の規定に

より当該市外産業廃棄物に係る市外産業廃棄物搬入届出書又は市外産業廃棄物搬入変更

届出書の写しの送付を受け、その内容を確認することにより行うものとする。 

２ 前項の排出事業者及び産業廃棄物処理業者は、当該産業廃棄物搬入届出書又は当該産



業廃棄物搬入変更届出書の写しを当該産業廃棄物の処分が終了した日から起算して５年

を経過する日までの間、保存しなければならない。 

（市外産業廃棄物の搬入実績の報告） 

第１３条 条例第１４条の規定による報告は、毎年６月３０日までに、市外産業廃棄物搬

入実績報告書（様式第７号）により行うものとする。 

（搬入搬出時間の制限の例外） 

第１４条 条例第１５条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の各号のいずれかに該

当する場合とする。 

（１）当該産業廃棄物の適正な処理が行われており、周辺地域における生活環境の保全

及び災害の発生の防止に関し必要な措置が講じられている場合 

（２）当該事業活動を行う事業場が複数ある場合であって、当該事業場間において産業

廃棄物を移動する場合 

（３）周辺地域の住民の同意を得た上で、市長が搬入又は搬出を認めた場合 

（特定産業廃棄物） 

第１５条 条例第１６条の産業廃棄物で規則で定めるものは、次のとおりとする。 

（１）工作物の新築、改築又は除去に伴って生じた産業廃棄物 

（２）廃タイヤ 

（届出の対象となる保管） 

第１６条 条例第１６条の規則で定める保管は、当該保管の用に供される場所の面積が１

００平方メートル以上である場所において行われる保管であって、次の各号のいずれに

も該当しないものとする。 

（１）産業廃棄物処理業者の事業の用に供される施設（保管の場所を含む。）において

行われる保管 

（２）法第１２条第３項又は第１２条の２第３項の規定により届出をすべき保管 

（３）法第１２条の７第１項の認定に係る産業廃棄物の保管 

（４）法第１５条第１項の許可に係る産業廃棄物処理施設において行われる保管 

（５）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３年

法律第６５号）第８条第１項（同法第１５条において読み替えて準用する場合を含む。）

の規定による届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管 



（特定産業廃棄物の保管の届出） 

第１７条 条例第１６条の規定による届出は、保管を開始しようとする日の１４日前まで

に、特定産業廃棄物保管届出書（様式第８号）により行うものとする。 

２ 前項の特定産業廃棄物保管届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）特定産業廃棄物を保管する場所の付近の見取図 

（２）特定産業廃棄物を保管する場所の平面図 

（特定産業廃棄物の保管の変更の届出等） 

第１８条 条例第１７条第１項及び第２項の規定による届出は、特定産業廃棄物保管変更

届出書（様式第９号）により行うものとする。 

２ 条例第１７条第３項の規定による届出は、特定産業廃棄物保管廃止届出書（様式第１

０号）により行うものとする。 

（特定産業廃棄物の保管用地の表示） 

第１９条 条例第１８条の規定による保管用地の表示には、特定産業廃棄物の保管の場所

である旨を表示するものとする。 

（産業廃棄物の保管基準） 

第２０条 条例第１９条の規則で定める保管基準は、次のとおりとする。 

（１）屋外において保管できる産業廃棄物は、原則として、次のとおりとする。ただし、

付着した油等が流出するおそれがある場合は、当該産業廃棄物を屋外において保管す

ることができない。 

ア政令第６条第１項第３号イに規定する安定型産業廃棄物（以下「安定型産業廃棄物」

という。） 

イ政令第２条第２号に掲げる廃棄物（ポリ塩化ビフェニルが染み込んだものを除く。

以下「木くず」という。） 

（２）前号に規定する産業廃棄物を屋外において保管する場合の保管容量等の基準は、

次のとおりとする。 

ア保管者が積替え又は保管を行う産業廃棄物収集運搬業者である場合 

許可申請書等に記載された運搬車両規模（原則として１往復／台・日で算定する。）

の合計に７を乗じて得られる数量を超えないようにすること。この場合において、

運搬車両規模の算定に当たっては、各品目ごとに次の表の密度を用いて、自動車車



検証に記載されている最大積載量で算定し、保有車両が１０台以上の場合は、１０

台で算定するものとする。 

品目 密度（トン／立方メートル） 

（ア） 政令第６条第１項第３号イ（１）に

掲げる廃棄物 

０．３５ 

（イ） 木くず ０．５５ 

（ウ） 政令第６条第１項第３号イ（２）に

掲げる廃棄物 

０．５２ 

（エ） 政令第６条第１項第３号イ（３）に

掲げる廃棄物 

１．１３ 

（オ） 政令第６条第１項第３号イ（４）に

掲げる廃棄物 

１．００ 

（カ） 政令第６条第１項第３号イ（５）に

掲げる廃棄物 

１．４８ 

（キ） （ア）から（カ）までの産業廃棄物

の混合物 

１．００ 

（ク） 廃電気機械器具 １．００ 

イ保管者が中間処理業者又は排出事業者である場合 

中間処理前後の産業廃棄物（中間処理後の再生品を含む。）の保管容量は、原則

として、処理施設の１日当たりの処理能力に相当する数量（処理後に減容する場合

は、減容率を乗じた数量。以下同じ。）に１４を乗じて得られる数量を超えないよ

うにすること。ただし、次に掲げる産業廃棄物の保管にあっては、当該保管の区分

に応じ、それぞれに定める数量を超えないようにすること。 

（ア）建設業に係る産業廃棄物（工作物の新築、改築若しくは除去に伴って生じた

木くず、コンクリートの破片又はアスファルト・コンクリートの破片であって、

分別されたものに限る。）の再生を行う処理施設における当該産業廃棄物の保管 

当該処理施設の１日当たりの処理能力に相当する数量に２８（アスファルト・コ

ンクリートの破片の再生にあっては、７０とする。）を乗じて得られる数量 



（イ）政令第６条の１１第２号に規定する者が行う廃プラスチック類の保管 処理

施設の１日当たりの処理能力に相当する数量に２８を乗じて得られる数量 

（大規模建設工事） 

第２１条 条例第２４条第１項の規則で定める建設工事は、建築物（建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ。）の解体工事

であって、当該建築物（当該解体工事に係る部分に限る。）の床面積の合計が、１，０

００平方メートル以上のものとする。 

（産業廃棄物処理計画の提出） 

第２２条 条例第２４条第１項の規定による産業廃棄物処理計画の提出は、当該大規模建

設工事に着手する７日前までに、大規模建設工事に係る産業廃棄物処理計画書（様式第

１１号）により行うものとする。 

２ 前項の大規模建設工事に係る産業廃棄物処理計画書には、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める事項を記載した書類を添付しなければならない。 

（１）減量及び処理の方法に関する計画において、自ら処理を行う場合 

ア当該処理に係る施設の設置の場所 

イ当該処理に係る施設の処理能力 

（２）減量及び処理の方法に関する計画において、処理を産業廃棄物処分業者等に委託

する場合 

ア当該産業廃棄物処分業者等の氏名又は名称及び当該処理に係る産業廃棄物処分業又

は特別管理産業廃棄物処分業の許可番号 

イ当該産業廃棄物処分業者等の事業場の所在地 

ウ当該産業廃棄物処分業者等の施設の処理能力 

（産業廃棄物の処理状況等の報告） 

第２３条 条例第２４条第２項の規定による産業廃棄物の処理状況等の報告は、当該大規

模建設工事に係る産業廃棄物の最終処分が終了したことを確認した日から３０日以内に、

大規模建設工事に係る産業廃棄物処理状況等報告書（様式第１２号）により行うものと

する。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置の届出） 

第２４条 条例第２５条の規定による届出は、小規模産業廃棄物焼却施設等設置届出書（様



式第１３号）により行うものとする。 

２ 前項の小規模産業廃棄物焼却施設等設置届出書には、次に掲げる書類を添付しなけれ

ばならない。ただし、次条に規定する者にあっては、この限りでない。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設等の構造を明らかにする設計計算書 

（２）小規模産業廃棄物焼却施設等の処理工程図 

（３）小規模産業廃棄物焼却施設等の付近の見取図 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置の届出の一部が除かれる者） 

第２５条 条例第２５条の規則で定める者は、１時間当たりの処理能力が１５０キログラ

ム未満で、かつ、火格子面積又は火床面積が１．５平方メートル未満の小規模産業廃棄

物焼却施設（以下「小型小規模産業廃棄物焼却施設」という。）を設置する者とする。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置に係る届出事項） 

第２６条 条例第２５条第８号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設等の位置 

（２）処理に伴って排ガス及び排水が生ずる場合は、その量及び処理方法（排出の方法

（排水溝の位置、排出先等を含む。）を含む。） 

（３）設計計算上達成することができる排ガスの性状、放流水の水質、騒音（小規模産

業廃棄物破砕施設に限る。）その他の生活環境への負荷に関する数値 

（４）小規模産業廃棄物焼却施設にあっては、焼却灰及びばいじんの処分方法 

（５）着工予定年月日及び使用開始予定年月日 

（６）産業廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に関する事項 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の立地に関する基準） 

第２７条 条例第２６条の規則で定める立地に関する基準は、次のとおりとする。 

（１）次に掲げる周辺環境に関する事項を満たすこと。 

ア上水道、簡易水道等の飲料水への影響のおそれがないこと。 

イ河川、水路、湖沼等及び地下水の汚濁による生活環境への影響のおそれがないこと。 

ウ史跡、名勝、天然記念物、埋蔵文化財等の保護に対する影響のおそれがないこと。 

エ大気汚染、騒音、振動、悪臭等による生活環境への影響のおそれがないこと。 

オ地滑り、土砂崩れ等の災害を発生させるおそれがないこと。 

カ次に掲げる周辺施設について、これらの施設から２００メートル以上離す等の適正



な配慮がなされていること。 

（ア）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校、専修学校及び各種

学校 

（イ）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する児童福祉施設 

（ウ）医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する病院及び診療所（入院設備

を備えたものに限る。） 

（エ）老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する老人福祉施設（滞在型

に限る。） 

（オ）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第５条第１項に規定する身

体障害者社会参加支援施設 

（カ）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５条第６項に規定する療養介護、同条第７項に規定する生活

介護、同条第１２項に規定する自立訓練、同条第１３項に規定する就労移行支援

又は同条第１４項に規定する就労継続支援を行う施設、同条第２７項に規定する

地域活動支援センター及び同条第２８項に規定する福祉ホーム 

（２）事業区域の立地は、次によること。 

ア市街化区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に規定する市

街化区域をいう。）内においては、工業地域又は工業専用地域内とすること。 

イ市街化調整区域（都市計画法第７条第３項に規定する市街化調整区域をいう。）内

においては、既存集落（おおむね５０戸以上の住宅が連たんしているものをいう。

以下同じ。）又は第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高

層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域若

しくは準住居地域の周囲２００メートルの区域外とすること。 

ウ都市計画区域（都市計画法第５条第１項又は第２項の規定により指定された都市計

画区域をいう。）外においては、既存集落の周囲２００メートルの区域外とするこ

と。 

（３）次に掲げる搬出入道路に関する要件を満たすこと。 

ア事業区域の出入口は、次に掲げる事業区域の面積に応じ、それぞれに定める幅員の

道路（建築基準法第４２条第１項第１号から第４号まで及び豊田市法定外公共物管



理条例（平成１５年条例第４８号）第２条第１号に規定する道路をいう。）に接す

ること。 

（ア）事業区域の面積３，０００平方メートル未満 幅員６メートル以上 

（イ）事業区域の面積３，０００平方メートル以上 幅員９メートル以上 

イ必要に応じて搬出入道路に安全施設等を設置すること。 

（４）小規模産業廃棄物焼却施設等を設置する土地の使用権原が得られるものであるこ

と。 

（５）排水を公共用水域に排出する場合は、当該公共用水域までの土地の使用権原が得

られるものであること。 

（６）小規模産業廃棄物焼却施設等の設置又は変更に当たり、関係法令による許可等が

得られるものであること。 

２ 既存の小規模産業廃棄物焼却施設等については、前項の規定は、適用しない。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の構造に関する基準） 

第２７条の２ 条例第２６条、第２９条及び第３４条の規定による規則で定める小規模産

業廃棄物焼却施設の構造に関する技術上の基準は、次のとおりとする。 

（１）自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐力上安全であ

ること。 

（２）産業廃棄物、産業廃棄物の処理に伴い生ずる排ガス及び排水、施設において使用

する薬剤等による腐食を防止するために必要な措置が講じられていること。 

（３）産業廃棄物の飛散及び流出並びに悪臭の発散を防止するために必要な構造のもの

であり、又は必要な設備が設けられていること。 

（４）著しい騒音、振動及び粉じんを発生し、周囲の生活環境を損なわないものである

こと。 

（５）ガス化改質方式以外のものにあっては、次の要件を備えていること。 

ア外気と遮断された状態で、定量ずつ連続的に産業廃棄物を燃焼室に投入することが

できる供給装置が設けられていること。ただし、ガス化燃焼方式のものその他構造

上やむを得ないと認められるものにあっては、この限りでない。 

イ次の要件を備えた燃焼室が設けられていること。 

（ア）燃焼ガスの温度が摂氏８００度以上の状態で産業廃棄物を焼却することがで



きるものであること。 

（イ）燃焼ガスが、摂氏８００度以上の温度を保ちつつ、２秒以上滞留できるもの

であること。 

（ウ）外気と遮断されたものであること。 

（エ）燃焼ガスの温度を速やかに（ア）に掲げる温度以上にし、及びこれを保つた

めに必要な助燃装置が設けられていること。 

（オ）燃焼に必要な量の空気を供給できる設備（供給空気量を調節する機能を有す

るものに限る。）が設けられていること。 

ウ燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けら

れていること。 

エ集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏２００度以下に冷却することが

できる冷却設備が設けられていること。ただし、集じん器内で燃焼ガスの温度を速

やかにおおむね摂氏２００度以下に冷却することができる場合にあっては、この限

りでない。 

オ集じん器に流入する燃焼ガスの温度（エのただし書の場合にあっては、集じん器内

で冷却された燃焼ガスの温度とする。）を連続的に測定し、かつ、記録するための

装置が設けられていること。 

カ焼却施設の煙突から排出される排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないよ

うにすることができる排ガス処理設備（ばいじんを除去する高度の機能を有するも

のに限る。）が設けられていること。 

キ焼却施設の煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、か

つ、記録するための装置が設けられていること。 

クばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備及び貯留設

備が設けられていること。ただし、当該施設において生じたばいじん及び焼却灰を

溶融設備を用いて溶融し、又は焼成設備を用いて焼成する方法により併せて処理す

る場合は、この限りでない。 

ケ次の要件を備えた灰出し設備が設けられていること。 

（ア）ばいじん又は焼却灰が飛散し、及び流出しない構造のものであること。 

（イ）ばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合にあっては、次の要件を備えているこ



と。 

aばいじん又は焼却灰の温度をその融点以上にすることができるものであること。 

b溶融に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにする

ことができる排ガス処理設備等が設けられていること。 

（ウ）ばいじん又は焼却灰の焼成を行う場合にあっては、次の要件を備えているこ

と。 

a焼成炉中の温度が摂氏１，０００度以上の状態でばいじん又は焼却灰を焼成する

ことができるものであること。 

b焼成炉中の温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられている

こと。 

c焼成に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにする

ことができる排ガス処理設備等が設けられていること。 

（エ）ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、

ばいじん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合することができる混

線装置が設けられていること。 

コ廃油を焼却するものにあっては、事故時における受入設備からの廃油の流出を防止

するために必要な流出防止堤その他の設備が設けられ、かつ、当該施設が設置され

る床又は地盤面は、廃油が浸透しない材料で築造され、又は被覆されていること。 

（６）ガス化改質方式のものにあっては、前号ク及びケの規定の例によるほか、次の要

件を備えていること。 

ア次の要件を備えたガス化設備が設けられていること。 

（ア）ガス化設備内を産業廃棄物のガス化に必要な温度とし、かつ、これを保つこ

とができる加熱装置が設けられていること。 

（イ）外気と遮断されたものであること。 

イ次の要件を備えた改質設備が設けられていること。 

（ア）産業廃棄物のガス化によって得られたガスの改質に必要な温度と滞留時間を

適正に保つことができるものであること。 

（イ）外気と遮断されたものであること。 

（ウ）爆発を防止するために必要な措置が講じられていること。 



ウ改質設備内のガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられ

ていること。 

エ除去設備に流入する改質ガス（改質設備において改質されたガスをいう。以下同じ。）

の温度をおおむね摂氏２００度以下に冷却することができる冷却設備が設けられて

いること。ただし、除去設備内で改質ガスの温度を速やかにおおむね摂氏２００度

以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。 

オ除去設備に流入する改質ガスの温度（エのただし書の場合にあっては、除去設備内

で冷却された改質ガスの温度とする。）を連続的に測定し、かつ、記録するための

装置が設けられていること。 

カ改質ガス中の硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び硫化水素を除去することができ

る除去装置が設けられていること。 

（７）施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境の保全上の支障が生じない

ものとするために必要な排水処理設備が設けられていること。 

（８）産業廃棄物の受入設備及び処理された産業廃棄物の貯留設備は、施設の処理能力

に応じ、十分な容量を有するものであること。 

２ 小規模産業廃棄物焼却施設を設置しようとする者は、次に掲げる構造に関する基準を

遵守するよう努めなければならない。 

（１）小型小規模産業廃棄物焼却施設においては、前項第１号、第２号、第４号及び第

７号の例によること。 

（２）小規模産業廃棄物焼却施設に係る土地（以下この項において「施設用地」という。）

の周囲に、みだりに人が立ち入るのを防ぐため、次の要件を満たす囲いが設けられて

いること。 

ア原則として施設用地の全周囲に設けられていること。 

イ原則として地盤面から１．８メートル以上の高さとし、耐久性を有するとともに、

風雨等により破損しない構造であること。 

（３）施設用地の出入口には、施錠ができる門扉が設けられていること。 

（４）施設用地の出入口の見やすい場所に、次に掲げる要件を備えた掲示板が設けられ

ていること。 

ア縦及び横それぞれ６０センチメートル以上であること。 



イ次に掲げる事項を表示したものであること。 

（ア）産業廃棄物の中間処理の場所である旨 

（イ）当該施設の設置者の氏名又は名称 

（ウ）設置者が産業廃棄物処理業者である場合は、許可等の区分及び許可番号 

（エ）当該施設で処理する産業廃棄物の種類並びに処理の方法及び能力 

（オ）当該施設の管理者の氏名又は名称及び連絡先 

（５）産業廃棄物の保管施設から産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並

びに悪臭が発散しないよう、必要な措置が講じられていること。 

（６）産業廃棄物の保管施設（安定型産業廃棄物及び木くず以外の産業廃棄物の保管施

設に限る。）は、原則として屋内に設置すること。 

（７）廃油、廃酸及び廃アルカリの保管施設にあっては、十分な耐腐食性を有すること。 

（８）特別管理産業廃棄物である廃酸又は廃アルカリにあっては、容器に入れて密封す

る等、当該廃酸又は廃アルカリによる腐食を防止するために必要な措置を講ずること。 

（９）産業廃棄物の種類に応じ、当該産業廃棄物の処分に適する処理施設を有すること。 

（１０）煙突等から排ガスを排出する場合には、生活環境の保全上の支障が生じないよ

うにするために必要な排ガス処理設備が設けられていること。 

（１１）排水処理設備が施設用地以外の場所に設けられている場合には、処理する排水

を確実に当該排水処理設備に輸送することができる必要な貯留設備等が設けられてい

ること。 

（１２）施設が設置される床又は地盤面が不透水性の材料で築造され、又は被覆され、

及び当該施設の排水が地面に浸透しないような構造であること。 

（１３）施設用地から排水を放流する場合は、その水質を生活環境の保全上の支障が生

じないものとするために必要な排水処理設備が設けられていること。 

（１４）火災の発生を防止するため、消火器その他の消火設備が設けられていること。 

（１５）施設用地内へ外部から雨水等が流入するのを防止するため、開きょその他の排

水設備が設けられていること。 

（１６）必要に応じ、運搬車等のタイヤ等に付着した泥を洗い落とすことができる設備

が設けられていること。 

（１７）施設用地内に、運搬車等のための駐車場が設けられていること。 



３ 小規模産業廃棄物破砕施設を設置しようとする者は、前項の規定の例によるほか、次

に掲げる構造に関する基準を遵守するよう努めなければならない。 

（１）産業廃棄物の種類ごとに、他の産業廃棄物と混合するおそれがないように区分し

て保管できる仕切壁等が設けられていること。 

（２）産業廃棄物の受入設備及び処理された産業廃棄物の貯留設備は、当該処理施設の

処理能力に応じ、十分な容量を有するものであること。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の構造等の変更の届出） 

第２８条 条例第２７条の規定による届出は、小規模産業廃棄物焼却施設等構造等変更届

出書（様式第１４号）により行うものとする。 

２ 前項の小規模産業廃棄物焼却施設等構造等変更届出書には、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設等の構造を変更する場合は、変更後の構造を明らかに

する設計計算書 

（２）小規模産業廃棄物焼却施設等の処理工程を変更する場合は、変更後の処理工程図 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等の届出の受理） 

第２９条 市長は、条例第２５条又は第２７条の規定による届出を受理したときは、小規

模産業廃棄物焼却施設等設置（構造等変更）届出受理書（様式第１５号）を当該届出を

した者に交付するものとする。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等に伴う説明会の開催等） 

第３０条 条例第２８条第１項に規定する説明会は、次に掲げる方法により行うものとす

る。 

（１）説明会は、できる限り説明会に参加する者の参集の便を考慮して開催の日時及び

場所を定めるものとする。 

（２）説明会を開催しようとする者（以下この条において「開催者」という。）は、説

明会を開催する旨並びにその説明会の開催を予定する日時及び場所を記載した文書を

配布すること等により、説明会の開催を影響地域の住民に周知しなければならない。 

（３）開催者は、説明会において、事業計画等の概要を記載した書類を配布するととも

に、その事業計画等の内容を具体的かつ平易に説明するよう努めなければならない。 

（４）開催者は、説明会において、影響地域の住民から影響地域周辺の生活環境に及ぼ



す影響等についての意見が提出された場合は、当該意見に対する見解を述べなければ

ならない。 

（５）前号の場合において、説明会の会場では見解が示せないときは、説明会の終了後

遅滞なく、文書等により見解を示すものとする。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等に係る影響地域） 

第３１条 条例第２８条第１項の規則で定める地域は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める地域とする。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設 当該施設を設置する事業用地の境界線からおおむね

５００メートル以内（小型小規模産業廃棄物焼却施設にあっては、３００メートル以

内とする。）の地域で、地形等を勘案して市長が定める地域 

（２）小規模産業廃棄物破砕施設 当該施設を設置する事業用地の境界線からおおむね

３００メートル以内の地域で、地形等を勘案して市長が定める地域 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等の説明会の開催の届出） 

第３２条 条例第２８条第２項の規定による届出は、説明会（２以上の場所で説明会を開

催する場合にあっては、最初に開催する説明会とする。）の開催の日の１０日前までに、

説明会開催届出書（様式第１６号）により行うものとする。 

２ 条例第２８条第２項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）影響地域の範囲 

（２）説明会の開催を影響地域の住民に周知するためにとる措置 

３ 第１項の説明会開催届出書には、第３０条第３号に規定する書類を添付しなければな

らない。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等の説明会の開催状況の届出） 

第３３条 条例第２８条第３項の規定による届出は、説明会（２以上の場所で説明会を開

催した場合にあっては、最後に開催した説明会とする。）の終了後速やかに、説明会開

催状況届出書（様式第１７号）により行うものとする。 

２ 条例第２８条第３項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）影響地域の範囲 

（２）説明会出席者の状況 

（３）影響地域の住民の意見及び当該意見に対する見解 



３ 市長は、第１項の説明会開催状況届出書が提出された場合において、当該施設の設置

等に係る計画の内容の周知が十分でないと認めるときは、当該説明会開催状況届出書を

提出した者に対し、再度の説明会を開催すべきことを指示することができる。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等の計画内容の周知の届出） 

第３４条 条例第２８条第５項の規定による届出は、当該周知を開始しようとする日の７

日前までに、計画内容周知届出書（様式第１８号）により行うものとする。 

２ 条例第２８条第５項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）影響地域の範囲 

（２）周知の開始予定年月日及び終了予定年月日 

３ 第１項の計画内容周知届出書には、周知の際に使用する書類等を添付しなければなら

ない。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置等の計画内容の周知状況の届出） 

第３５条 条例第２８条第６項の届出は、計画内容周知状況届出書（様式第１９号）によ

り行うものとする。 

２ 条例第２８条第６項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）影響地域の範囲 

（２）周知の終了年月日 

（３）周知期間中に影響地域の住民から意見が提出された場合は、その意見及び当該意

見に対して示した見解 

第３６条 削除 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の維持管理に関する基準） 

第３７条 条例第２９条及び第３５条第１項の規定による規則で定める小規模産業廃棄物

焼却施設等の維持管理に関する技術上の基準は、次のとおりとする。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設及び小規模産業廃棄物破砕施設に係る共通の維持管理

に関する基準は、次によること。 

ア受け入れる産業廃棄物の種類及び量が当該施設の処理能力に見合った適正なものと

なるよう、受け入れる際に、必要な当該産業廃棄物の性状の分析又は計量を行うこ

と。 

イ施設への産業廃棄物の投入は、当該施設の処理能力を超えないように行うこと。 



ウ産業廃棄物が施設から流出する等の異常な事態が生じたときは、直ちに施設の運転

を停止し、流出した産業廃棄物の回収その他の生活環境の保全上必要な措置を講ず

ること。 

エ施設の正常な機能を維持するため、定期的に施設の点検及び機能検査を行うこと。 

オ産業廃棄物の飛散及び流出並びに悪臭の発散を防止するために必要な措置を講ずる

こと。 

カ蚊、はえ等の発生の防止に努め、構内の清潔を保持すること。 

キ著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活環境を損なわないように必要な措置を

講ずること。 

ク施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境の保全上の支障が生じないも

のとするとともに、定期的に放流水の水質検査を行うこと。 

ケ施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置（法第２１条の２第１項に規定す

る応急の措置を含む。）の記録を作成し、３年間保存すること。 

（２）ガス化改質方式以外の小規模産業廃棄物焼却施設に係る維持管理に関する基準は、

次によること。 

アピット・クレーン方式によって燃焼室に産業廃棄物を投入する場合には、常時、産

業廃棄物を均一に混合すること。 

イ燃焼室への産業廃棄物の投入は、外気と遮断した状態で、定量ずつ連続的に行うこ

と。ただし、ガス化燃焼方式のものその他構造上やむを得ないと認められるものに

あっては、この限りでない。 

ウ燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏８００度以上に保つこと。 

エ焼却灰の熱しゃく減量が１０パーセント以下になるように焼却すること。ただし、

焼却灰を生活環境の保全上支障が生ずるおそれのないよう使用する場合にあっては、

この限りでない。 

オ運転を開始する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を速やかに上昇さ

せること。 

カ運転を停止する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を高温に保ち、産

業廃棄物を燃焼し尽くすこと。 

キ燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 



ク集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏２００度以下に冷却すること。

ただし、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかにおおむね摂氏２００度以下に冷却

することができる場合にあっては、この限りでない。 

ケ集じん器に流入する燃焼ガスの温度（クのただし書の場合にあっては、集じん器内

で冷却された燃焼ガスの温度とする。）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

コ冷却設備及び排ガス処理設備に堆積したばいじんを除去すること。 

サ煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度が１００万分の１００以下となる

ように産業廃棄物を燃焼すること。 

シ煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録す

ること。 

ス煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度が１立方メートルにつき５ナ

ノグラム（平成１２年１月１５日前に設置され、又は設置の工事に着手していた施

設にあっては、１０ナノグラムとする。）以下となるように産業廃棄物を焼却する

こと。 

セ煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度並びに硫黄酸化物、ばいじん、

塩化水素及び窒素酸化物に係るばい煙量又はばい煙濃度を毎年１回以上測定し、か

つ、記録すること。 

ソ排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにすること。 

タ煙突から排出される排ガスを水により洗浄し、又は冷却する場合は、当該水の飛散

及び流出による生活環境の保全上の支障が生じないようにすること。 

チばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留すること。ただし、前条第１項第５号ク

のただし書の場合にあっては、この限りでない。 

ツばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合にあっては、灰出し設備に投入されたばいじ

ん又は焼却灰の温度をその融点以上に保つこと。 

テばいじん又は焼却灰の焼成を行う場合にあっては、焼成炉中の温度を摂氏１，００

０度以上に保つとともに、焼成炉中の温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

トばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばい

じん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合すること。 

ナ火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設



備を備えること。 

ニ廃油を焼却するものにあっては、廃油が地下に浸透しないように必要な措置を講ず

るとともに、前条第１項第５号コの規定により設けられた流出防止堤その他の設備

を定期的に点検し、異常を認めた場合には速やかに必要な措置を講ずること。 

（３）ガス化改質方式の小規模産業廃棄物焼却施設に係る維持管理に関する基準は、前

号チからナまでの規定の例によるほか、次によること。 

ア投入する産業廃棄物の数量及び性状に応じ、ガス化設備における産業廃棄物のガス

化に必要な時間を調節すること。 

イガス化設備内を産業廃棄物のガス化に必要な温度に保つこと。 

ウ改質設備内のガスの温度をガスの改質に必要な温度に保つこと。 

エ改質設備内のガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

オ除去設備に流入する改質ガスの温度をおおむね摂氏２００度以下に冷却すること。

ただし、除去設備内で改質ガスの温度を速やかにおおむね摂氏２００度以下に冷却

することができる場合にあっては、この限りでない。 

カ除去設備に流入する改質ガスの温度（オのただし書の場合にあっては、除去設備内

で冷却された改質ガスの温度とする。）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

キ冷却設備及び除去設備に堆積したばいじんを除去すること。 

ク除去設備の出口における改質ガス中の市長の定める方法により算出されたダイオキ

シン類の濃度が、１立方メートルにつき０．１ナノグラム以下となるように産業廃

棄物のガス化及び産業廃棄物のガス化によって得られたガスの改質を行うこと。 

ケ除去設備の出口における改質ガス中のダイオキシン類、硫黄酸化物、ばいじん、塩

化水素及び硫化水素の濃度を毎年１回以上測定し、かつ、記録すること。 

２ 小型小規模産業廃棄物焼却施設に係る条例第３５条第１項の規則で定める維持管理に

関する技術上の基準は、前項の規定にかかわらず、前項第１号並びに同項第２号イ、ウ、

オ、カ及びスの規定の例によるほか、次のとおりとする。 

（１）燃焼室中の燃焼ガスの温度を適切な頻度で測定し、かつ、記録すること。 

（２）煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年１回以上測定し、か

つ、記録すること。 

３ 小規模産業廃棄物焼却施設等を設置している者は、次に掲げる維持管理に関する基準



を遵守するよう努めなければならない。 

（１）囲い等が破損したときは、直ちに補修し、復旧すること。 

（２）作業終了後又は作業員等が不在のときは、出入口を閉鎖し、門扉を施錠すること。 

（３）掲示板は、常に見やすい状態にしておくとともに、表示すべき事項に変更が生じ

たときは、速やかに書換えその他必要な措置を講ずること。 

（４）掲示板が破損したときは、直ちに補修し、復旧すること。 

（５）火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火

設備を備え、常に所定の能力が発揮できるよう、定期的に点検整備を行うこと。 

（６）開きょその他の排水設備の機能を維持するため、定期的に点検を行い、堆積した

土砂等の速やかな除去その他必要な措置を講ずること。 

（７）産業廃棄物の保管は、保管能力を超えて行わないようにするとともに、保管期間

はできる限り短期間とすること。 

（８）産業廃棄物の搬入及び搬出については、早朝、深夜及び通学時間帯を避けて行う

とともに、交通安全に留意し、地域の交通に支障が生じないようにすること。 

（９）搬入された産業廃棄物について、当該施設で処理できる品目以外の産業廃棄物の

混入を避けるため、及び排出事業者を確認するため、次により管理すること。 

ア運搬車等から産業廃棄物を荷降ろしする際に、展開検査等を行うことにより搬入さ

れた産業廃棄物が処理できる品目であることを確認すること。 

イ処理できる品目以外の産業廃棄物が荷降ろしされた場合は、速やかに当該品目に係

る産業廃棄物を除去すること。 

ウ排出事業者及び搬入品目について、常に契約書、産業廃棄物管理票等で確認するこ

と。 

（１０）排水処理設備が設けられている場合は、当該設備を正常に維持するため、定期

的に点検等を行うこと。 

（１１）施設の破損その他の事故を防止するため、定期的に巡回監視、点検及び機能検

査を行うこと。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置の届出に係る氏名の変更等の届出） 

第３８条 条例第３１条の規定による届出は、小規模産業廃棄物焼却施設等氏名等変更（廃

止）届出書（様式第２０号）により行うものとする。 



（小規模産業廃棄物焼却施設等の設置に係る承継の届出） 

第３９条 条例第３２条第３項の規定による届出は、小規模産業廃棄物焼却施設等承継届

出書（様式第２１号）により行うものとする。 

（移動式の小規模産業廃棄物破砕施設） 

第３９条の２ 条例第３３条第１項の規則で定める移動式の小規模産業廃棄物破砕施設は、

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定する自動車に搭載さ

れ、又はけん引される廃棄物の処理施設その他移動式の廃棄物の処理施設とする。ただ

し、次の各号のいずれかに該当するものを除く。 

（１）事業者が自己の事業場内で使用するもの 

（２）同一の敷地内で継続的に使用するもの 

（小規模産業廃棄物焼却施設に係る重量及び面積） 

第４０条 条例第３４条の規則で定める重量は火格子面積又は火床面積が１．５平方メー

トル未満の小規模産業廃棄物焼却施設について１５０キログラムとし、同条の規則で定

める面積は１時間当たりの処理能力が１５０キログラム未満の小規模産業廃棄物焼却施

設について１．５平方メートルとする。 

（小規模産業廃棄物焼却施設の施設管理者の資格） 

第４１条 条例第３５条第４項の規則で定める資格は、次のとおりとする。 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以

下「省令」という。）第８条の１７第２号イからチまでに掲げる者 

（２）省令第１７条第１項第１号及び第２号に掲げる者 

（３）前２号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると市長が認める者 

（移動式の小規模産業廃棄物破砕施設の使用届出等） 

第４１条の２ 条例第３５条第５項の規定による移動式の小規模産業廃棄物破砕施設の使

用の届出は、使用開始の７日前までに、／移動式小規模産業廃棄物破砕施設／移動式小

規模処理施設／移動式廃棄物処理施設／使用届出書（様式第２１号の２）により行うも

のとする。 

２ 前項の／移動式小規模産業廃棄物破砕施設／移動式小規模処理施設／移動式廃棄物処

理施設／使用届出書には、使用場所の位置図及び周辺図を添付しなければならない。 

３ 条例第３５条第５項の規定により届け出た者は、当該移動式の小規模産業廃棄物破砕



施設の使用が終了したときは、速やかに、／移動式小規模産業廃棄物破砕施設／移動式

小規模処理施設／移動式廃棄物処理施設／使用終了届出書（様式第２１号の３）を提出

しなければならない。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等に係る記録の閲覧） 

第４２条 条例第３７条第１項の規定による記録の閲覧は、次により行うものとする。 

（１）記録は、次のアからウまでに掲げる区分に応じ、当該アからウまでに定める日ま

でに備え置くこと。 

ア次条第１項第１号ア、第２号ア、第３号ア及び第４号アに掲げる事項 翌月の末日 

イ次条第１項第１号イ及びエ、第２号イ及びエ、第３号イ及びウ並びに第４号イから

オまでに掲げる事項 当該測定の結果の得られた日の属する月の翌月の末日 

ウ次条第１項第１号ウ及び第２号ウに掲げる事項 当該除去を行った日の属する月の

翌月の末日 

（２）記録は、備え置いた日から起算して３年を経過する日までの間備え置き、閲覧に

供すること。 

（３）閲覧の求めがあった場合にあっては、正当な理由なしに閲覧を拒まないこと。 

２ 条例第３７条第２項の規定による記録の閲覧は、次により行うものとする。 

（１）記録は、次のア及びイに掲げる区分に応じ、当該ア及びイに定める日までに備え

置くこと。ただし、次条第２項ただし書の場合は、前項第１号の例によること。 

ア次条第２項の規定によりその例によることとされた同条第１項第４号アに掲げる事

項 翌月の末日 

イ次条第２項の規定によりその例によることとされた同条第１項第４号イからオまで

に掲げる事項 当該測定の結果の得られた日の属する月の翌月の末日 

（２）前項第２号及び第３号の規定は、条例第３７条第２項の規定による記録の閲覧に

ついて準用する。 

（小規模産業廃棄物焼却施設等の維持管理に関し記録すべき事項） 

第４３条 条例第３７条第１項の規則で定める事項は、次の各号に掲げる施設の区分に応

じ、当該各号に定めるとおりとする。 

（１）小規模産業廃棄物焼却施設（次号及び第３号に掲げるものを除く。） 

ア処分した産業廃棄物の各月ごとの種類及び数量 



イ第３７条第１項第２号キ、ケ、シ及びテの規定による測定に関する次に掲げる事項 

（ア）当該測定を行った位置 

（イ）当該測定の結果の得られた年月日 

（ウ）当該測定の結果 

ウ第３７条第１項第２号コの規定によるばいじんの除去を行った年月日 

エ第３７条第１項第２号セの規定による測定に関する次に掲げる事項 

（ア）当該測定に係る排ガスを採取した位置 

（イ）当該測定に係る排ガスを採取した年月日 

（ウ）当該測定の結果の得られた年月日 

（エ）当該測定の結果 

（２）ガス化改質方式の小規模産業廃棄物焼却施設（次号に掲げるものを除く。） 

ア処分した産業廃棄物の各月ごとの種類及び数量 

イ第３７条第１項第３号エ及びカの規定による測定に関する次に掲げる事項 

（ア）当該測定を行った位置 

（イ）当該測定の結果の得られた年月日 

（ウ）当該測定の結果 

ウ第３７条第１項第３号キの規定によるばいじんの除去を行った年月日 

エ第３７条第１項第３号ケの規定による測定に関する次に掲げる事項 

（ア）当該測定に係るガスを採取した位置 

（イ）当該測定に係るガスを採取した年月日 

（ウ）当該測定の結果の得られた年月日 

（エ）当該測定の結果 

（３）小型小規模産業廃棄物焼却施設 

ア処分した産業廃棄物の各月ごとの種類及び数量 

イ第３７条第２項第１号の規定による測定に関する次に掲げる事項 

（ア）当該測定を行った位置 

（イ）当該測定の結果の得られた年月日 

（ウ）当該測定の結果 

ウ第３７条第２項第２号の規定による測定に関する次に掲げる事項 



（ア）当該測定に係る排ガスを採取した位置 

（イ）当該測定に係る排ガスを採取した年月日 

（ウ）当該測定の結果の得られた年月日 

（エ）当該測定の結果 

（４）小規模産業廃棄物破砕施設 

ア処分した産業廃棄物の各月ごとの種類及び数量 

イ大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第１６条の規定により記録すべき事項

（同条に規定するばい煙排出者に限る。） 

ウ大気汚染防止法第１８条の１２の規定により記録すべき事項（同条に規定する特定

粉じん排出者に限る。） 

エ水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第１４条第１項の規定により記録す

べき事項（同項に規定する排出水を排出し、又は特定地下浸透水を浸透させる者に

限る。） 

オ県民の生活環境の保全等に関する条例（平成１５年愛知県条例第７号）第２３条第

１項の規定により記録すべき事項（同項に規定するばい煙排出者又は排出水を排出

する者に限る。） 

２ 条例第３７条第２項の規則で定める事項は、前項第４号の例による。ただし、前項第

１号から第３号までに掲げる施設にあっては、それぞれ当該各号に定めるところによる

ものとする。 

（小規模処理施設の設置の届出） 

第４４条 条例第３９条の規定による届出は、小規模処理施設設置届出書（様式第２２号）

により行うものとする。 

２ 前項の小規模処理施設設置届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）小規模処理施設の構造を明らかにする設計計算書 

（２）小規模処理施設の処理工程図 

（３）小規模処理施設の付近の見取図 

（小規模処理施設の設置に係る届出事項） 

第４５条 条例第３９条第６号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）小規模処理施設の位置 



（２）産業廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に関する事項 

（３）着工予定年月日及び使用開始予定年月日 

（小規模処理施設の構造の変更の届出） 

第４６条 条例第４０条第１項の規定による届出は、小規模処理施設構造変更届出書（様

式第２３号）により行うものとする。 

（小規模処理施設の設置の届出に係る氏名の変更等の届出） 

第４７条 条例第４０条第２項の規定による届出は、小規模処理施設氏名等変更（廃止）

届出書（様式第２４号）により行うものとする。 

（小規模処理施設の設置等の届出の受理） 

第４８条 市長は、条例第３９条又は第４０条第１項の規定による届出を受理したときは、

小規模処理施設設置（構造変更）届出受理書（様式第２５号）を当該提出をした者に交

付するものとする。 

（小規模処理施設の立地に関する基準） 

第４９条 条例第４１条の規定による規則で定める小規模処理施設の立地に関する基準は、

第２７条の規定の例による。 

２ 前項の場合において、小規模処理施設のうち積替施設及び保管施設の立地に係る第２

７条第１項の規定の適用については、同項第１号カ中「２００メートル以上」とあるの

は「１００メートル以上」と、同項第２号ア中「工業地域又は工業専用地域内」とある

のは「準工業地域、工業地域又は工業専用地域内」と、同号イ及びウ中「周囲２００メ

ートル」とあるのは「周囲１００メートル」とする。 

（小規模処理施設の構造に関する基準） 

第５０条 条例第４１条の規定による規則で定める小規模処理施設の構造に関する技術上

の基準は、次のとおりとする。 

（１）積替施設及び保管施設に係る基準は、第２７条の２第２項第２号、第３号、第５

号から第８号まで及び第１３号から第１７号まで並びに同条第３項の規定の例による

こと。 

（２）焼却施設を除く中間処理施設及び再生利用施設に係る基準は、第２７条の２第２

項（第４号を除く。）及び同条第３項の規定の例によるほか、中間処理施設又は再生

利用施設に係る土地（以下「処理場」という。）の出入口の見やすい場所に、次に掲



げる要件を備えた掲示板が設けられていること。 

ア縦及び横それぞれ６０センチメートル以上であること。 

イ次に掲げる事項を表示したものであること。 

（ア）産業廃棄物の中間処理の場所又は再生利用の場所である旨 

（イ）当該施設の設置者の氏名又は名称 

（ウ）設置者が産業廃棄物処理業者である場合は、許可の区分及び許可番号 

（エ）設置者が再生利用業者である場合は、再生利用個別指定業指定証番号 

（オ）処理又は再生利用をする産業廃棄物の種類 

（カ）中間処理又は再生利用の方法 

（キ）処理場の管理者の氏名又は名称及び連絡先 

（３）小規模処理施設に該当する焼却施設に係る基準は、第２７条の２第１項第５号イ

（ア）から（エ）まで並びに同号ウからオまで、キ、ク及びケ（（ウ）を除く。）並

びに前号の規定の例によること。 

（小規模処理施設の設置等に伴う説明会の開催等） 

第５１条 第３０条の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第１項に規定

する説明会の開催方法について準用する。 

２ 条例第４２条において準用する条例第２８条第１項に規定する影響地域は、当該小規

模処理施設を設置する事業用地の境界線からおおむね３００メートル以内の地域で、地

形等を勘案して市長が定める地域とする。 

３ 第３２条第１項及び第３項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第

２項の規定による届出について準用する。 

４ 第３２条第２項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第２項の規則

で定める事項について準用する。 

５ 第３３条第１項及び第３項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第

３項の規定による届出について準用する。 

６ 第３３条第２項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第３項の規則

で定める事項について準用する。 

７ 第３４条第１項及び第３項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第

５項の規定による届出について準用する。 



８ 第３４条第２項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第５項の規則

で定める事項について準用する。 

９ 第３５条第１項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第６項の規定

による届出について準用する。 

１０ 第３５条第２項の規定は、条例第４２条において準用する条例第２８条第６項の規

則で定める事項について準用する。 

（小規模処理施設の維持管理に関する基準） 

第５２条 条例第４４条第１項の規則で定める維持管理に関する基準は、次のとおりとす

る。 

（１）積替施設及び保管施設に係る基準は、第３７条第３項第１号から第９号まで及び

第１１号の規定の例によるほか、次によること。 

ア施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置の記録を作成し、３年間保存する

こと。 

イ種類又は性状の異なる産業廃棄物を混合するような積替え又は保管はしないこと。 

ウ保安上支障のない高さで産業廃棄物を保管すること。 

エ保管場所から産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発生

しないよう定期的に点検、清掃等の必要な措置を講ずること。 

オ運搬車等又は積替え若しくは保管の作業に使用する機械による騒音、振動、粉じん

等により周辺の生活環境に支障を及ぼすことがないよう、点検、散水等必要な措置

を講ずること。 

（２）焼却施設を除く中間処理施設及び再生利用施設に係る基準は、第３７条第１項第

１号及び第３項（第１０号を除く。）の規定の例によるほか、煙突等から排出ガスを

排出する場合は、当該排出ガスにより生活環境の保全上の支障が生じないようにする

とともに、定期的にばい煙に関する検査を行うこと。 

（３）小規模処理施設に該当する焼却施設に係る基準は、第３７条第２項及び第３項の

規定の例によること。 

（移動式の小規模処理施設の使用届出等） 

第５２条の２ 第４１条の２の規定は、条例第４４条第３項において準用する条例第３５

条第５項の規定による届出に準用する。 



（小規模処理施設の承継の届出） 

第５３条 条例第４５条において準用する条例第３２条第３項の規定による届出は、小規

模処理施設承継届出書（様式第２６号）により行うものとする。 

（小規模処理施設に係る勧告に従わない場合の公表） 

第５４条 第１２条の規定は、条例第４６条第２項の規定による公表について準用する。 

（移動式の小規模処理施設） 

第５４条の２ 第３９条の２の規定は、条例第４６条の２の規則で定める移動式の小規模

処理施設について準用する。 

（廃棄物処理施設の立地の基準） 

第５５条 条例第４８条第１項の規定による規則で定める廃棄物処理施設の立地の基準は、

第２７条の規定の例による。 

（廃棄物処理施設の構造に関する基準） 

第５６条 条例第４８条第１項及び第４項の規定による規則で定める廃棄物処理施設の構

造に関する基準は、次のとおりとする。 

（１）最終処分場を除く廃棄物処理施設に係る基準は、第２７条の２第１項第１号及び

第４号、同条第２項第２号から第１１号まで並びに同条第３項第２号の規定の例によ

ること。 

（２）最終処分場に係る基準は、第２７条の２第２項第２号、第３号、第１６号及び第

１７号の規定の例によるほか、次によること。 

ア最終処分場計画地の地下水位及び地盤支持力等を把握するため、次の要件を満たす

ボーリング調査を行うこと。 

（ア）最終処分場内の埋立処分の用に供される場所（以下「埋立地」という。）に

係るよう壁等の構造物を設ける場合は、当該構造物を設置する地点をボーリング

調査地点の一つとすること。 

（イ）ボーリング調査は、最終処分場全体の地下水位、地下水の水質等が把握でき

る、（ア）の規定による地点以外の２地点以上においても行うこと。 

（ウ）ボーリング調査の掘進深度は、埋立地の最深部を上回り、かつ、地下水位及

び支持地盤強度等を確認できる深さとすること。 

イ埋立地の周辺に、埋立地の築造、廃棄物の埋立の高さ、覆土の高さ等を常に判別す



ることができる基準高が２か所以上設けられていること。 

ウ基準高は、沈下等による変位がない位置及び構造により設置されていること。 

エ最終処分場の区域を明確にするために、すべての変化点に区域杭が設けられている

こと。 

オエの区域杭の規格は、頂部が１辺１００ミリメートル以上の方形で、長さが１，０

００ミリメートル以上の大きさのコンクリート製等の境界杭とし、当該区域杭の頭

部１００ミリメートルの部分を赤色で着色すること。 

カ埋立地と最終処分場境界線の間には、原則として水平距離で２メートル以上の保安

距離が確保されていること。この場合において、隣接地に家屋等の構築物があると

きは、更に十分な保安距離が確保されていること。 

キえん堤を設置する場合はのり尻から、よう壁等を設置する場合は基礎部前面から、

それぞれ最終処分場境界線までの間に、原則として水平距離２メートル以上の保安

距離が確保されていること。 

ク切土工を行う場合は、次の要件を満たすこと。 

（ア）地山の土質及び地質並びに切土高に対する切土こう配は、原則として別表第

１によるものとし、切土高が５メートルを超える場合は、５メートル以内ごとに

幅１メートル以上の小段を設けること。 

（イ）（ア）の場合において、別表第１により難いときは、安定計算により安全が

確保できるこう配とすること。 

（ウ）切土工に伴って遮水工を行う場合は、別表第１の基準によるものとし、必要

に応じてさらに緩こう配とすること。 

ケ盛土工を行う場合は、次の要件を満たすこと。 

（ア）盛土材料及び盛土高に対する盛土こう配は、原則として別表第２によるもの

とし、盛土高が５メートルを超える場合は、５メートル以内ごとに幅１メートル

以上の小段を設けること。 

（イ）（ア）の場合において、別表第２により難いときは、安定計算により安全が

確保できるこう配とすること。 

（ウ）盛土材料は、同一土質を原則とし、かつ、盛土部においては地山の伐開、除

根等を必ず行い、現地盤と盛土の密着を図ること。 



（エ）締固め作業は、土質に応じて適当な締固め機械により入念に行うとともに、

一層の仕上厚は、おおむね３０センチメートルを標準とすること。 

（オ）盛土工に伴って遮水工を行う場合は、別表第２の基準によるものとし、必要

に応じてさらに緩こう配とすること。 

コのり面保護のための切土のり面又は盛土のり面は、現地の状況に応じて別表第３に

掲げる工法によりのり面の崩壊防止工及び保護工を施すとともに、必要に応じて小

段排水溝及び縦排水溝を設けること。 

サ雨水等の地表水（以下「地表水」という。）の埋立地への流入を防止するための開

きょ等は、埋立地周辺の地表水を安全かつ速やかに流下させることができる構造と

するとともに、当該開きょ等の流末には、必要に応じて沈砂池、調整池等が設けら

れていること。 

シ最終処分場の建設工事に際しては、必要に応じて沈砂池、調整池等が設けられてい

ること。 

ス原則として、最終処分場内に、最終処分場の適正な管理を行うため、維持管理に関

し省令で定める事項を記録し、これを備え置き、及び生活環境の保全上利害関係を

有する者の求めに応じてこれを閲覧させるための管理事務所が設けられていること。 

セ当該最終処分場が安定型の最終処分場である場合は、次の要件を満たすこと。 

（ア）湧
ゆう

水等がある場合は、埋め立てられた廃棄物と当該湧
ゆう

水等とが接触すること

を防止するとともに、これを排除することができる集排水設備が設けられている

こと。 

（イ）浸出液によって公共の水域又は地下水を汚染するおそれがある場合には、必

要に応じて適切な浸出液処理設備が設けられていること。 

（ウ）地下水を採取するための井戸は、原則として地下水の流れに配慮し、最終処

分場内の上流及び下流の各１か所以上の計２か所以上に設置すること。 

ソ当該最終処分場が管理型の最終処分場である場合は、次の要件を満たすこと。 

（ア）コンクリートよう壁が別図第１のように遮水壁を兼ねる場合は、原則として

水密コンクリート構造とし、水抜孔が設けられていないこと及びその背後に浸出

液の集排水設備が設けられていること。 



（イ）コンクリートよう壁が別図第２のように遮水壁を兼ねない場合は、通常の土

留壁と同様に水抜孔が設けられ、透水性の良い裏込材を用いて水圧が作用しない

ような構造とし、かつ、遮水工が施されていること。 

（ウ）保有水等を有効に集めるための配置形式は、別図第３のような形式が必要に

応じ、組み合わせられていること。 

（エ）ガス抜き設備は、埋立廃棄物の性状等により、必要に応じ、設けられている

こと。 

（廃棄物処理施設の維持管理に関する基準） 

第５７条 条例第４８条第４項の規定による規則で定める廃棄物処理施設の維持管理に関

する基準は、次のとおりとする。 

（１）最終処分場を除く廃棄物処理施設に係る基準は、第３７条第３項各号の規定の例

によること。 

（２）最終処分場に係る基準は、第３７条第３項第１号から第４号まで及び第１１号の

規定の例によるほか、次によること。 

ア埋立地の周囲の地表水が開口部から埋立地へ流入することを防止するために設けら

れた開きょ等の機能を維持するため、開きょ等に堆積した土砂等の速やかな除去そ

の他必要な措置を講ずること。 

イ沈砂池、調整池等は、定期的に点検し、これらの設備が破損するおそれがあると認

められる場合には、速やかにこれを防止するための必要な措置を講ずること。 

ウのり面に植生がある場合は、これを保護するため、施肥等を適切に行うこと。 

エのり面に小段排水溝又は縦排水溝が設置されている場合は、適切に排水されるよう

定期的に点検を行うこと。 

オ搬入された塵棄物が埋立処分できる品目であるかを確認すること。 

カ搬入された廃棄物について、当該施設で埋立処分できる品目以外の廃棄物の混入を

避けるため、及び排出事業者を確認するため、次により管理すること。 

（ア）運搬車等から廃棄物を荷降ろしする際に、展開検査等を行うことにより、搬

入された廃棄物が処理できる品目であることを確認すること。 

（イ）処理できる品目以外の廃棄物が荷降ろしされた場合は、速やかに当該品目に

係る廃棄物を除去すること。 



（ウ）排出事業者及び搬入品目について、常に契約書、産業廃棄物管理票等で確認

すること。 

キ運搬車等又は埋立作業に使用する機械による騒音、振動、粉じん等により周辺の生

活環境に支障を及ぼすことがないよう、点検、散水等必要な措置を講ずること。 

ク最終処分場は、埋め立てられた廃棄物の飛散及び流出、埋立地からの浸出液による

公共の水域及び地下水の汚染並びに埋立地からの火災の発生の防止のために必要な

措置が講じられていることを確認した上で閉鎖すること。 

ケ当該最終処分場が遮断型の最終処分場である場合は、埋め立てる廃棄物について、

原則として溶出試験（産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法（昭和４８年環境庁

告示第１３号）に基づくものをいう。）等を行い、その性状を確認すること。 

コ当該最終処分場が安定型の最終処分場である場合は、次に掲げる要件を満たすこと。 

（ア）たまり水は、原則として、埋立処分開始前に沈砂池等に導入する等して、適

正に排除すること。 

（イ）搬入された廃棄物の敷ならし、覆土、締固め等の作業を的確に行い、廃棄物

を山積みで保管することのないよう、計画的に埋め立てること。 

（ウ）埋立処分に当たっては、廃棄物及び覆土の厚さ等を測定するための丁張り等

を設置し、当該丁張り等に基づいて計画的に行うこと。 

（エ）最終処分場を変更したり、廃棄物の各層の計画埋立高を超えて埋立処分を行

わないこと。 

（オ）湧
ゆう

水等を排除するための集排水設備が設けられている場合は、湧
ゆう

水等の状態

を常に監視するとともに、当該施設に異常が認められた場合は、直ちにその原因

を究明し、浸出液処理設備を設ける等の必要な措置を講ずること。 

（カ）放流水を定期的に検査し、その水質が一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄

物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和５２年総理府・厚生省令

第１号）別表第１に掲げる排水基準等に適合するように維持管理すること。 

（キ）浸出液処理設備を設けている場合は、その機能を定期的に点検し、異常が認

められたときは、直ちにその原因を調査するとともに、必要な措置を講ずること。 

（ク）埋め立てる場合の廃棄物の厚さは、原則として各層ごとに３メートル以下と



し、各層の間に土砂等で５０センチメートル以上の中間覆土を行うこと。 

（ケ）中間覆土の施工が支障なく行えるよう、計画的に廃棄物の搬入を行うととも

に、中間覆土に必要な量の土砂等を常に確保しておくこと。 

サ当該最終処分場が管理型の最終処分場である場合は、コ（ア）から（エ）まで及び

（ケ）の規定の例によるほか、埋め立てる場合の廃棄物の厚さは、原則として各層

ごとに３メートル以下（腐敗物を埋め立てる場合は、５０センチメートル以下とす

る。）とし、各層の間に土砂等で５０センチメートル以上の中間覆土を行うこと。 

（廃棄物処理施設の設置の事業計画書） 

第５８条 条例第４９条第１項の廃棄物処理施設設置事業計画書は、廃棄物処理施設設置

事業計画書（様式第２７号）によるものとする。 

２ 前項の廃棄物処理施設設置事業計画書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

（１）廃棄物処理施設の周辺の見取図 

（２）事業用地の計画平面図及び土地整理図 

（３）廃棄物処理施設の平面図、立面図、断面図及び構造図 

（４）廃棄物処理施設の設計計算書 

（５）事業用地の周囲の地形を明らかにする図面 

（６）廃棄物の処理工程図 

（７）設置事業者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

（８）設置事業者が個人である場合には、住民票の写し 

３ 条例第４９条第１項の規定による事業計画書の提出は、法第８条第１項、第９条第１

項、第１４条第６項、第１４条の２第１項、第１４条の４第６項、第１４条の５第１項、

第１５条第１項若しくは第１５条の２の６第１項の規定による許可の申請又は法第９条

の３第１項若しくは第８項の規定による届出若しくは県民の生活環境の保全等に関する

条例第７条第１項若しくは第９条第１項の規定による届出の前にしなければならない。 

４ 条例第４９条第１項第９号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）廃棄物処理施設の設置に関連して必要とされる法以外の法令に基づく許可、認可、

届出等の種類 

（２）事業用地において、当該廃棄物処理施設を使用して行う廃棄物の処理以外の廃棄



物の処理を行う場合には、その概要 

（３）前２号に掲げるもののほか、紛争の予防及び調整のために市長が必要と認める事

項 

（廃棄物処理施設の設置に係る環境保全対策書） 

第５９条 条例第４９条第２項の環境保全対策書は、廃棄物処理施設設置環境保全対策書

（様式第２８号）によるものとする。 

２ 前項の廃棄物処理施設設置環境保全対策書には、次に掲げる項目について、当該廃棄

物処理施設を設置することが関係地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果並

びに当該調査の結果に基づく生活環境の保全のための措置及びその予想される効果を記

載しなければならない。 

（１）大気汚染 

（２）水質汚濁 

（３）騒音 

（４）振動 

（５）悪臭 

（６）地下水 

（７）土壌汚染 

（８）廃棄物 

（９）文化財 

（１０）景観 

（１１）防災 

（１２）交通安全 

３ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる項目のうち、当該廃棄物処理施設の設置

が関係地域の生活環境に及ぼす影響が著しく軽微であることが明らかな場合は、その理

由を付して当該項目の記載をしないことができる。 

（廃棄物処理施設の設置に係る関係地域の設定の基準等） 

第６０条 条例第５０条第１項の規定による関係地域の設定は、おおむね次に掲げる基準

に基づき行うものとする。 

（１）焼却施設にあっては、おおむね当該施設内に設置される煙突その他の施設（廃棄



物の燃焼に伴う排出ガスを大気中に排出するために設けられた施設をいう。）から、

プルーム式等の大気拡散式から推定される二酸化硫黄等の最大着地濃度の出現距離の

２倍までの地点を含む地域とし、地形等を勘案して定める。 

（２）最終処分場にあっては、事業用地の境界線からおおむね３キロメートル以内の地

域及び当該施設からの排出水が排出される公共の水域における低水流量が排水量のお

おむね１００倍となる地点に至るまでの当該水域の周辺の地域とし、地形等を勘案し

て定める。 

（３）前２号に規定する施設以外の施設にあっては、事業用地の境界線からおおむね３

００メートル以内の地域とし、地形等を勘案して定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、事業用地の周囲の地

形、気象、人口、自然環境、土地の利用状況、交通、事業計画書等の内容等を総合的に

勘案し、関係地域を設定することができる。 

（廃棄物処理施設の設置に係る告示及び縦覧） 

第６１条 条例第５１条の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）設置事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）廃棄物処理施設の設置の場所 

（３）廃棄物処理施設の種類 

（４）廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類 

（５）廃棄物処理施設の処理能力（廃棄物の最終処分場である場合にあっては、廃棄物

の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量） 

（６）縦覧の期間及び時間 

（７）関係住民は、意見書を提出することができる旨 

（８）意見書の提出先、提出期限及び提出方法 

（９）意見書を提出する者の氏名、住所その他意見書に記載すべき事項及び記載方法 

２ 条例第５１条の規定による縦覧は、次に掲げる場所において行うものとする。 

（１）豊田市環境部廃棄物対策課 

（２）関係地域内又はその周辺地域内で市長が指定する場所 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場所 

（廃棄物処理施設の設置に係る周知計画書） 



第６２条 条例第５２条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）説明会の開催の場所 

（２）説明会の開催の日時 

（３）説明会の会場の定員 

（４）説明会の開催の周知の方法 

（５）説明会へ多数の関係住民が参加できるよう配慮した事項 

（６）説明会以外の事業計画等の関係住民への周知の方法 

２ 条例第５２条第１項の周知計画書は、廃棄物処理施設設置事業計画書等周知計画書（様

式第２９号）によるものとする。 

（廃棄物処理施設の設置に伴う説明会の開催等） 

第６３条 設置事業者は、条例第５３条第１項の規定により説明会を開催しようとすると

きは、関係住民に対し、事業計画書等の概要を記載した書類及び図面を配布するととも

に、事業計画書等の内容を具体的かつ平易に説明するよう努めなければならない。 

２ 設置事業者は、説明会において、関係住民に対し、市長に対して意見書を提出するこ

とができる旨、意見書の提出期限及び提出先を説明しなければならない。 

（廃棄物処理施設の設置に係る事業計画等の周知の実施状況報告） 

第６４条 条例第５３条第４項の規定による報告は、周知に関する実施状況報告書（様式

第３０号）により行うものとする。 

２ 前項の周知に関する実施状況報告書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければ

ならない。 

（１）説明会で配布し、又は使用した書類及び図面 

（２）説明会以外で周知に使用した書類及び図面 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（事業計画書等又は周知計画書の内容の変更の届出） 

第６５条 条例第５４条第１項の規定による届出は、事業計画書等の内容の変更にあって

は事業計画書等変更届出書（様式第３１号）により、周知計画書の内容の変更にあって

は周知計画書変更届出書（様式第３２号）により行うものとする。 

（廃棄物処理施設の設置に係る事業計画書等の軽微な変更等） 

第６６条 条例第５４条第２項に規定する事業計画書等の内容の軽微な変更その他の規則



で定める変更は、省令第５条の２、第５条の７又は第１２条の８に規定する軽微な変更

に相当するものとする。 

２ 条例第５４条第２項に規定する周知計画書の内容の軽微な変更その他の規則で定める

変更は、第６２条第１項第４号から第６号までに規定する事項の追加とする。 

（廃棄物処理施設の設置に係る事業計画の廃止届） 

第６７条 条例第５５条第１項の規定による届出は、廃棄物処理施設設置事業計画廃止届

出書（様式第３３号）により行うものとする。 

（廃棄物処理施設の設置に係る事業計画書等に対する意見書） 

第６８条 条例第５７条第１項の意見書には、次に掲げる事項を記載するものとし、当該

意見書に記載することができる意見は、関係地域の生活環境の保全上の見地からのもの

とする。 

（１）提出者の氏名又は名称、住所及び電話番号並びに法人又は団体にあっては、その

代表者の氏名 

（２）意見の対象となる設置事業者の氏名又は名称並びに施設の種類及び設置場所 

（３）設置事業者に対して第１号に規定する事項を明らかにすることを希望する場合は、

その旨 

（４）意見 

（廃棄物処理施設の設置に係る意見書に対する見解書等） 

第６９条 条例第５８条第１項の見解書は、生活環境の保全上の見地からの意見に対する

見解書（様式第３４号）によるものとする。 

２ 条例第５８条第２項の規定による見解書の周知の方法は、次のいずれかとする。 

（１）説明会の開催 

（２）関係住民への文書の配布又は回覧 

（３）その他市長が適当と認める方法 

３ 条例第５８条第３項の規定による報告は、見解書周知状況報告書（様式第３５号）に

より行うものとする。 

４ 前項の見解書周知状況報告書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならな

い。 

（１）見解書の周知に使用し、又は配布した書類及び図面 



（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（あっせん） 

第７０条 条例第６１条第１項のあっせんの申請は、あっせん申請書（様式第３６号）に

より行うものとする。 

２ 市長は、条例第６１条第２項の規定によりあっせんを行うことを決定したときは、そ

の旨を当事者に通知するものとする。 

３ 市長は、あっせんを行うに当たり、当事者に出席を求めることができる。 

（紛争の予防及び調整に関する手続の終了の報告） 

第７１条 条例第６４条の規定による報告は、紛争の予防及び調整に関する手続終了状況

報告書（様式第３７号）により行うものとする。 

２ 条例第６４条第４号に該当する場合は、前項の紛争の予防及び調整に関する手続終了

状況報告書には、当該環境保全協定に係る書類を添付しなければならない。 

（紛争の予防及び調整に関する手続の終了の通知） 

第７２条 市長は、条例第６５条の規定により紛争の予防及び調整に関する手続を終了し

たときは、当事者に対し、その旨を通知するものとする。 

（廃棄物処理施設に係る勧告に従わない場合の公表） 

第７３条 第１２条の規定は、条例第６６条第２項の規定による公表について準用する。 

（委員会の会長） 

第７４条 豊田市廃棄物処理施設設置調整委員会（以下「委員会」という。）に会長を置

く。 

２ 会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がそ

の職務を行う。 

（委員会の会議） 

第７５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 



４ この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮

って定める。 

（会議の特例） 

第７５条の２ 会長は、緊急を要する場合その他やむを得ない理由のある場合は、委員に

書面を送付し又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下同じ。）を送信し、その意見を徴し又は賛否を問い、その結果

をもって会議の議決に代えることができる。 

２ 前条の規定は、前項の規定による書面又は電磁的記録による審議について準用する。

この場合において、同条第２項中「会議」とあるのは「会議における審議」と、「の出

席がなければ開くことができない」とあるのは「から書面又は電磁的記録により回答が

なければ成立しない」と、同条第３項中「出席委員」とあるのは「書面又は電磁的記録

により回答のあった委員」と読み替えるものとする。 

（委員会の庶務） 

第７６条 委員会の庶務は、環境部廃棄物対策課において処理する。 

（移動式の廃棄物処理施設の使用届出等） 

第７６条の２ 第４１条の２の規定は、条例第６９条において準用する条例第３５条第５

項の規定による届出に準用する。 

（移動式の廃棄物処理施設） 

第７６条の３ 第３９条の２の規定は、条例第７０条第２項の規則で定める移動式の廃棄

物処理施設について準用する。 

（産業廃棄物の不適正な処理に係る公表） 

第７７条 第１２条の規定は、条例第７２条第１項の規定による公表について準用する。 

（優良事業者の要件） 

第７８条 条例第７３条第１項の規則で定める要件は、次のすべての条件を満たしている

こととする。 

（１）市長が産業廃棄物処理業又は特別管理産業廃棄物処理業の許可をした業者で、当

該許可の取得から５年以上を経過しているものであること。 

（２）市内に事業所を有すること。 



（３）過去５年以内に、この条例による表彰を受けていないこと。 

（４）過去５年以内に、法第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当してい

ないこと。 

（５）過去５年以内に、法第１４条の３又は第１４条の６の規定に基づく事業の停止処

分を受けていないこと。 

（６）過去５年以内に、法第１９条の３の規定に基づく改善命令を受けていないこと。 

（７）過去５年以内に、法第１９条の４、第１９条の４の２、第１９条の５又は第１９

条の６の規定に基づく措置命令を受けていないこと。 

（８）過去５年以内に、市の環境部から文書による勧告を受けていないこと。 

（９）周辺地域の住民と周辺地域の生活環境の保全上必要な事項を内容とする協定等を

締結していること。 

（１０）過去５年以内に、周辺地域の住民からの苦情がないこと。 

（１１）産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処理に係る処理料金が公にされているこ

と。 

（１２）維持管理等の記録が適切になされており、当該記録に係る帳簿書類等が整理さ

れ、保存されていること。 

（１３）必要に応じ、周辺地域の住民に対して前号の帳簿書類等を開示していること。 

（１４）事業活動に係る環境配慮の取組が、その体制及び手続に係る標準的な規格等に

適合していることについて、ISO１４００１規格により認められていること。 

２ 優良事業者の表彰を受けようとする者は、優良事業者表彰申請書（様式第３８号）を

市長に提出するものとする。 

（優良事業者に係る公表） 

第７９条 第１２条の規定は、条例第７３条第２項の規定による公表について準用する。 

（身分証明書） 

第８０条 条例第７４条第３項に規定する身分を示す証明書は、環境省の所管する法律の

規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する

省令（令和３年環境省令第２号）別記様式に規定する立入検査等をする職員の携帯する

身分を示す証明書とする。 

（委任） 



第８１条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（豊田市廃棄物処理施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する規則の廃止） 

２ 豊田市廃棄物処理施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する規則（平成１３年規

則第４３号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 平成１５年１０月１日前に設置されている小規模産業廃棄物焼却施設（以下「既存小

規模産業廃棄物焼却施設」という。）については、第３６条第１項第５号イ（イ）の規

定は、適用しない。 

４ 施行日から平成２０年９月３０日までの間における既存小規模産業廃棄物焼却施設の

構造に関する基準については、第３６条第１項第５号ア、エからクまで及びコの規定は、

適用しない。 

５ 施行日から平成２０年９月３０日までの間における既存小規模産業廃棄物焼却施設の

維持管理に関する技術上の基準については、第３７条第１項第２号ク、ケ、サ、シ、チ

及びニの規定は、適用しない。 

（小規模産業廃棄物破砕施設の届出） 

６ 条例附則第５項の規定による届出は、小規模産業廃棄物焼却施設等設置届出書に準じ

て作成した小規模産業廃棄物破砕施設使用届出書により行うものとする。この場合にお

いて、当該届出に係る第２６条の規定の適用については、同条第５号中「着工予定年月

日及び使用開始予定年月日」とあるのは、「設置年月日」とする。 

７ 第２４条第２項の規定は、前項の規定による届出に添付する書類について準用する。 

（小規模処理施設の届出） 

８ 条例附則第９項の規定による届出は、小規模処理施設設置届出書に準じて作成した小

規模処理施設使用届出書により行うものとする。この場合において、当該届出に係る第

４５条の規定の適用については、同条第３号中「着工予定年月日及び使用開始予定年月

日」とあるのは、「設置年月日」とする。 

９ 第４４条第２項の規定は、前項の規定による届出に添付する書類について準用する。 



（豊田市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部改正） 

１０ 豊田市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成１０年規則第２号）の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成１８年９月２９日規則第６６号） 

この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２８日規則第２３号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１２月２４日規則第６８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規

則の規定に基づいて作成されている帳票は、改正後の豊田市産業廃棄物の適正な処理の

促進等に関する規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則第１７条第１項の規定

は、施行日から起算して１４日を経過する日以後に開始しようとする保管に係る豊田市

産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例（平成１８年条例第５号）第１６条の規

定による届出について適用し、同日前に開始しようとする保管に係る同条の規定による

届出については、なお従前の例による。 

３ 施行日において現に改正前の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則又

は豊田市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の規定に基づいて作成されている

帳票は、改正後の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則又は豊田市廃棄

物の処理及び清掃に関する法律施行細則の規定にかかわらず、当分の間、使用すること

ができる。 



附 則（平成２４年３月３０日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２４年４月１日か

ら施行する。 

附 則（平成２５年３月２２日規則第９号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

（１）第９条の見出し及び同条第１項から第３項までの改正規定、同項を同条第４項と

し、同条第２項の次に１項を加える改正規定、同条に２項を加える改正規定、第１０

条（見出しを含む。）の改正規定、第１１条（見出しを含む。）の改正規定及び同条

に３項を加える改正規定、第１２条の見出しの改正規定及び同条の次に１条を加える

改正規定、第１３条の見出し及び同条の改正規定並びに様式第５号（表）（備考を含

む。）、同様式（裏）、様式第６号（備考を含む。）及び様式第７号の改正規定 平

成２５年１０月１日 

（２）第２７条第１号カ（カ）の改正規定（「同条第１３項」を「同条第１２項」に、

「同条第１４項」を「同条第１３項」に、「同条第１５項」を「同条第１４項」に、

「同条第２６項」を「同条第２５項」に、「同条第２７項」を「同条第２６項」に改

める部分に限る。） 平成２６年４月１日 

附 則（平成２６年３月２５日規則第２２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、第５０条及び第５６条の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日において現に豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例（平成１８

年条例第５号）第２５条若しくは第３９条の規定による届出又は同条例第４９条の規定

による事業計画書の提出をしているものについては、改正後の豊田市産業廃棄物の適正

な処理の促進等に関する規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年１２月２５日規則第９１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年８月１日規則第８０号） 



この規則は、平成２８年８月１日から施行する。ただし、第２７条第１項第２号ア、第

３号ア及び第５号並びに第４９条第２項の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１月２９日規則第２号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、様式第１号の改正規定は、公

布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２８日規則第７０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年９月４日規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２４日規則第１３２号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第９条中第３項を削り、第４項を第３

項とし、第５項を第４項とし、第６項を第５項とする改正規定、第１１条中第２項を削

り、第３項を第２項とする改正規定、同条第４項の改正規定、同条中同項を第３項とす

る改正規定及び第１２条の２の改正規定は、令和３年１月１日から施行する。 

２ 第７５条の改正規定及び同条の次に１条を加える改正規定による改正後の豊田市産業

廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際現に改正前の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規

則の規定に基づいて作成されている帳票は、改正後の豊田市産業廃棄物の適正な処理の

促進等に関する規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

附 則（令和３年３月２５日規則第２１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２８日規則第７８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規

則の規定に基づいて作成されている帳票等は、改正後の豊田市産業廃棄物の適正な処理



の促進等に関する規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

別表第１（第５６条関係） 

切土こう配 

地山の土質及び地質 切土高 こう配 

硬岩   １：０．３～１：０．８ 

軟岩   １：０．５～１：１．２ 

砂   １：１．５～ 

砂質土 締まっているもの ５m以下 １：０．８～１：１．０ 

５mを超え１０m以下 １：１．０～１：１．２ 

緩いもの ５m以下 １：１．０～１：１．２ 

５mを超え１０m以下 １：１．２～１：１．５ 

レキ質土岩塊又は玉

石混じりの砂 

締まっているもの又

は粒度分布の良いも

の 

１０m以下 １：０．８～１：１．０ 

１０mを超え１５m以

下 

１：１．０～１：１．２ 

締まっていないもの

又は粒度分布の悪い

もの 

１０m以下 １：１．０～１：１．２ 

１０mを超え１５m以

下 

１：１．２～１：１．５ 

粘土又は粘質土 １０m以下 １：０．８～１：１．２ 

岩塊又は玉石混じりの粘土又は粘質土 ５m以下 １：１．０～１：１．２ 

５mを超え１０m以下 １：１．２～１：１．５ 

別表第２（第５６条関係） 

盛土こう配 

盛土材料 盛土高 こう配 

粒度分布の良い砂又は粒度分布の

良いレキ質土 

５m以下 １：１．５～１：１．８ 

５mを超え１５m以下 １：１．８～１：２．０ 

粒度分布の悪い砂 １０m以下 １：１．８～１：２．０ 

岩塊又は玉石 １０m以下 １：１．５～１：１．８ 

１０mを超え２０m以下 １：１．８～１：２．０ 



砂質土、硬い粘土又は硬い粘質土 ５m以下 １：１．５～１：１．８ 

５mを超え１０m以下 １：１．８～１：２．０ 

軟らかい粘土又は軟らかい粘質土 ５m以下 １：１．８～１：２．０ 

別表第３（第５６条関係） 

のり面における工法 

分類 工法 目的及び特徴 

植生工 種子吹付工 

植生マット工 

張芝工 

雨水侵食の防止 

凍上崩壊の抑制 

全面植生（緑化） 

植生筋工 

筋芝工 

雨水侵食の防止 

凍上崩壊の抑制 

盛土用 

筋状植生 

植生盤工 

植生袋工 

植生穴工 

雨水侵食の防止 

凍上崩壊の抑制 

不良土 

硬質土のり面の部分客土 

構造物によ

るのり面保

護 

モルタル吹付工 

コンクリート吹付工 

石張工 

ブロック張工 

コンクリートブロック枠工 

風化防止及び侵食防止 

コンクリート張工 

現場打コンクリート枠工 

のり面アンカー工 

のり面表層部の崩壊防止 

土圧を受けるおそれのある箇所の土留 

岩盤のはく落防止 

編棚工 

のり面じゃかご工 

のり面表層部の侵食及び湧
ゆう

水による流失

の抑制 

 

以下様式省略 


